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和文抄録：本稿では、我が国が「知的財産立国」を明確に標傍して以来、研究開発の成果としてある
特許を巡って、様々な問題が指摘され論議が展開されてきたこと、中でも近年職務発明特許に関して、
特にその帰属、対価の在り方を焦点に特許法の改正を望む産業界からの強い要請があったこと、また
それらを受けて特許法35条が検討されてきたことについて記した。
2014年１０月には、発明者の権利・利益を損ねることなく、産業界の対価リスク軽減要請に応じる
ような格好で法改正される方針が定まり、早期に国会へ改正法案を提出する予定で、最終的な検討調
整が、現在（2015年１月）各界の意見要望を爵酌しながら図られつつあることを述べた。
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はじめに
2014年度ノー ベル物理学賞は、青色発光ダイオー ド(LightEmittingDiode、以下LEDと記す)の研究開発に
功あった日本人3人（内1人はアメリカ国籍）に授与された。その中の1人、中村修二氏は、青色LEDの高輝度
化、大量生産を可能にした功績で高名だが、同時に「職務発明」裁判の件で、知的財産関係者を震憾させた雄
としても著名である。詳細は後に記すとして、ノーベル物理学賞の発表があったのは2014年10月７日、その興
奮冷めやらぬ１０月１７日には、政府の委員会である産業構造審議会知的財産分科会特許制度小委員会が、職務発
明に関する特許権について、その帰属は初めから法人サイドとする特許法の改正方針案を明らかにした(図1参
照)。現行法では､特許権は原始的に発明者に帰属する。愈々産業界の念願が叶う方向で、改正法案は収散する
０月１７日には、政府の委員会である産業構造審ｉ
（
､特許権は原始的に発明者に帰属する。愈々酉
動きを見せている。これを受けて、かつて大旋風を巻き起こ
し知的財産関連各界・各人から大注目され、その後の職務発
明・特許訴訟に大変革をもたらした中村氏は、今回もノーベ
ル物理学賞受賞の栄誉を背に、研究開発者の立場擁護に徹す
る意見表明をした。再び多方面から脚光を浴びる中、従前と
変わらぬ姿勢を貫き、時に激烈な言葉で発明者の権利擁護を
主張した氏は､正に本領発揮。多くのメディアも、「職務発明」
関連法の転機に、かつての渦中の人の栄光を視野に、関係す
る事案をセンセーショナルにレビュー・トレースし、報道を
再燃展開した。故にワースト・タイミングでの改正法案公表
とはなってしまったと、当局一員の本音吐露､述懐が後にあっ
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１た。
そもそも今般、特許法35条の見直し論議が､数多の時代的要請に押されて再浮上し、１つの方向を目指して動
き始まったことには、何より安倍政権下明確にされた成長戦略が発端、ベースとしてある。「日本産業再興プラ
ン｣､｢戦略市場創造｣､｢国際展開戦略｣を掲げ、我が国のあるべき持続的成長への道筋を戦略的に探る中、政府は新
たなフロンティア創出のために｢技術立国・知財立国の再興｣、「科学技術イノベー ションの推進｣、「5年以内にイ
ノベーション世界1位を目指す｣等を施策として表明した。競争力の強化を図るには、関連する環境を整備し仕
組みを整える等して、イノベーションの土壌を豊かにしていくことが当然ながら重要であり、奨励もされてい
る。また今日ある画期的な研究開発成果の多くが、主に企業における集約的共創由来であることに鑑みれば、
特許関連法、特に職務発明に関わる35条の改正
を望む産業界への対応が、検討すべき課題とし図2．成長を加速するイノベーションのための職務発明制度の提言
て姐上に載ってくるのは必至であったともいえ 成長を加速するイノベーションのための職務発明制度の提言
職務発明制度の抜本的改正(＝法人帰属化)が必要
る。「相当対価」訴訟における企業リスクは、経
済面での問題ばかりが強調されがちだが、長期
にわたる種々の抗弁立証負担も大きく、いわゆ
る「激突型｣訴訟となると大変厄介であった。円
満にポジティブに事案を処理ないし回避する知
恵を絞った成果も認められるが、今尚特許訴訟
不安を払拭し切れず、一方で今'-1固有の特許化、
製品化、市場・販路開拓等における企業の負担・
貢献に対する現行法の評価・反映処理方に不満
を募らせながら、打開のための上策に窮してい
た層には、今般の35条改正、特許帰属権
変更が急務とはなっていたことが指摘さ
れる。職務発明が原始的に発明者に帰属
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ま｢不透明で不合理な負担(訴麟や高額な
等)｣を企業に課し､競争力を阻害
まず初めに、我が国における今般の「職務発明」に関する特許法改正の対象条項、現行平成16(2004)年法、
翌平成17(2005)年４月１日施行法の35条１～５項を以下に示す。
特許法第35条1項は「使用者、法人、国又は地方公共団体（以下「使用者等」という）は、従業者、法人の
役員、国家公務員又は地方公務員（以下「従業者等」という）がその性質上当該使用者等の業務範囲に屈し、
かつ、その発明をするに至った行為がその使用者等における従業者等の現在又は過去の職務に属する発明（以
下「職務発明」という）について特許を受けたとき、又は職務発明について特許を受ける権利を承継した者が
その発明について特許を受けたときは､その特許権について通常実施権を有する」（１）と定めている。本項は､職
〆【成長鞭略としての規制紐和 、
イノベーション創出の活発化＝産業蹴争カアップ･経済成長加速
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するということ、また最終的に裁判所が
発明対価を認定できるという現行法制度
に本質的疑義ありとする層には、改正必
至の勢いが愈々強まってはいた(図2,3参
照)。
以上を基に、現在その最終案が級密に
整理検討されつつある「職務発明」関連
特許法について、以下、諸々の動静を概
観する。
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務発明の定義、使用者等が取得する法定実施権(2)について規定している。
同2項には「従業者等がした発明については、その発明が職務発明である場合を除き、あらかじめ使用者等
に特許を受ける権利若しくは特許権を承継させ又は使用者等のため専用実施権を設定することを定めた契約、
勤務規則その他の定の条項は、無効とする」(3)とある。ここでは、いわゆる職務発明以外の業務発明、自由発
明の予約承継が無効であることを明確にしている。
次に、今回の職務発明関連法改正の焦点となった同3項についてみると「従業者等は、契約、勤務規則その
他の定めにより、職務発明について使用者等に特許を受ける権利若しくは特許権を承継させ、又は使用者等の
ため専用実施権を設定したときは、相当の対価の支払いを受ける権利を有する」(4)と定めている。本項は前の
1.2項と同様、昭和34(1959)年法と変わらず全文同文のままであるが、現行法改正の契機となった発明者の相
当の対価請求権について明示している。
平成１６(2004)年に改正された同4項は「契約、勤務規則その他の定めにおいて前項の対価について定める場
合には、対価を決定するための基準の策定に際して使用者等と従業者等との間で行われる協議の状況、策定さ
れた当該基準の開示の状況､対価の額の算定について行われる従業者等からの意見の聴取の状況等を考慮して、
その定めたところにより対価を支払うことが不合理と認められるものであってはならない」(5)とある。当事者
それぞれの立場の違いから、有す情報の量や質の差、特に交渉の際の「力」の差を慮り、対価の決定から支払
いまでの全過程が総体的に合理的に行われるべきであることを明確にしている。昭和34年(1959)法の場合に比
し、より詳細に厳格に従業者と使用者との間における特許権承継の際の「相当の対価」算定手続き法を規定し
ているといえる。
同5項は、改正された4項を踏まえて「前項の対価についての定めがない場合又はその定めたところにより対
価を支払うことが同項の規定により不合理と認められる場合には、第３項の対価の額は、その発明により使用
者等が受けるべき利益の額、その発明に関連して使用者等が行う負担、貢献及び従業者等の処遇その他の事情
を考慮して定めなければならない」(6)とある。改正前の特許法第35条4項の規定、即ち当該発明により使用者
等が受けるべき利益の額及び使用者等が貢献した程度に加え、その他の事情についても広く考慮した上で「相
当の対価」を算定すべきと新たに条文に明記している。公平性を旨に当事者それぞれへの行き届いた配慮を示
し、改正法の意義を正して念を押していることが特記される。
とにかく現行法施行以来10年超が経過した｡しかし特許法の新35条４．５項が適用された判例は未だなく、今
般の法改正に対して疑義を表明し、しばし様子見すべきとの意見表明をした者が当該特許制度小委員会の中に
もいたようだ。だがややもすれば発明者ばかりが優遇されるきらいのある現行法に対しては、組織の中におけ
る公平性に歪みをもたらしがちな面も認められる。また今日では､一製品の中に多数の特許ないし意匠権､商標
権等他の知的財産が組み込まれていることが多い上、そもそもそれらの殆どが組織的に創造されていることか
ら､｢相当の対価」算定が難儀な課題とはなっている現実もある。発明対価を巡る様々な葛藤をどう処理すべき
か、変わり目・転機は必然的なプロセスか、既に深く馴染んだ秩序、ルール、またそれらへの同調、適用への
インパクトは果して関係者の多くに福音となるか。ベターの理由とされる普遍性、実用性、発展性からみて、
改正法は果して真に現行法に勝るものとなるのか。この辺りについては、平然と、現実の方が法に先んじて関
係者間のウイン・ウィン構図を作り上げ既に実践履行しているとし、新たな法改正も大した影響なくやり過ご
す所の方が多いのではと言明する者が少なくない。もとより知的財産はそのクロス・ボーダー性から、グロー
バリゼーションが深化した現在、その権利の行使や活用等高度な実務的ニーズにスピード感を持って対応する
ことも重要であり、関係の深い独占禁止法や信託法への精通要請も益々肝要となっていることが付記される。
因みに、かつては予約承継の有効性等が争点となることもあったようだが、2002年９月東京地裁中間判決で
予約承継自体が比較的緩い要件で認められて以来、それが訴訟実務上重要な争点となることは殆どなくなって
いる。原告発明者は職務発明性と予約承継の有効性を前提として「相当の対価」を請求しているし、被告使用
者サイドもこの点を争うことに利益を認めていない故であろう。
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本節では、職務発明関連特許法が、昭和34(1959)年法から平成16(2004)年に現行法35条ｌ～５項へと改正さ
れる後押し契機となった、「相当の対価｣等請求主要３訴訟についてみるとする。
初めにオリンパス光学工業の「ピックアップ装置発明補償金請求事件」を概観する。本件の訴訟提起は1995
(平成7年）３月、原告オリンパスの元従業員が、在職中の職務発明であるピックアップ装置特許権の承継譲渡
対価として2億円を当該企業に請求した。但し控訴審では5,000万円に減額している。第一審1999年４月１６日東
京地裁、第二審2001年５月２２日東京高裁、2003年４月２２日第三小法廷判決と8年超の長期戦であったが、「相当
の対価」の最終判決は228万9,000円及びその利息の支払いに止まり、勝者なき紛争の如き終結となった。本件
判決が注目された理由は、職務発明の承継対価について、勤務規則等に定められた額が支払われたとしても、
その額が｢相当の対価｣に満たない場合は、不足金支払い請求が可能であることを最高裁が初めて示したことに
ある。但し、「相当の対価｣算定のベースとなった使用者利益5,000万円、発明者の貢献度5％根拠は不明確であ
り、判決文に算定妥当性に関する言及はなかった(7)(8)。
本事案については、2001年に高裁判決が出た折、日本知的財産協会が、当時適用された昭和34(1959)年特
許法35条の改正を経済産業省に提言し、事後的に多額の対価を要求されかねない暖昧な｢相当の対価｣について
は、契約や社内規則に委ねるべきであると主張した。また最高裁判決の後には、産業界が35条改正を後押しす
る姿勢を強めながら、一方で社内規定の改定等により発明報酬のアップを図る等、補償整備を急ぎ特許訴訟紛
争防御策へと動き出した。最高裁判決からすると特許法35条は強行規定と解され､３５条の下では企業規定の実
効性が全くなくなることとなり、数多の問題を惹起する懸念が大きくなったからである。従業員への支払い対
価が判決を待たねば確定しないとなれば、債務確定が困難となるし、ひいては経営判断に支障をきたす等、事
態の深刻化の広がりが我が国における産業全体の発展阻害につながる恐れも出てくると産業界は反発を強め
た。従業者サイドとて、訴訟提起しなければ納得可能な「相当の対価」最終確定はないとなると、総ての発明
者が35条を楯に恩恵を得られることになるとは限らない。一般に職務発明の訴訟実務は、代理人を立ててさえ
大仕事となるからである。訴訟の要件事実としては、①従業者がした発明であること、②その発明が使用者等
の業務範囲に属すること、③発明をするに至った行為が従業者等の現在または過去の職務に属すること、④従
業者等と使用者等の間の発明譲渡契約の締結、⑤使用者利益額、⑥使用者貢献度(9)、以上が指摘されるが、こ
れらの主張、立証を充実させることが緊要である。①～③については職務発明であることの要件事実であり、
④については「相当の対価」請求権の発生に関する要件事実、⑤、⑥については相当の対価額に関する要件で
あるが､使用者利益額と使用者貢献度を基礎づける種々の事実の立証は、多くの場合膨大な作業となる。だが、
これらは判決を左右する極めて大事な争点となるため、関係者達の日頃の周到な管理、整備力が裁判時に首尾
を決する。因みに、上に記した①～⑥の事実主張の内、１つでも欠けると訴訟自体失当であり原告請求は棄却
される。
次に「青色発光ダイオード事件」についてみる。2001年８月、中村修二氏は、職務発明「特許番号2628404
窒化化合物半導体結晶膜の成長方法」を巡って元勤務先の日亜化学工業を提訴し、同特許の原告への帰属権の
確認ないし譲渡対価20億円を請求した。その後2003年９月には譲渡対価を10倍の200億円に増額したが、翌
2004年１月東京地裁は604億円の高額対価の一部として請求額の200億円を満額判決により認めた。計算の根
拠としては､特許有効期間における過去から期間満了までの特許独占利益､即ちメーカー売上高6,043億60万円
を基に、その20％が特許実施相当額、会社と研究者の貢献度は共に50％とした上で、6,043億60万円ｘ0.2ｘ
0.5＝604億3,006万円を算定し対価額とした。地裁では、「当該分野における先行研究に基づいて高度な技術情
報を蓄積し、人的にも物的にも豊富な陣容の研究部門を備えた大企業において、他の技術者の高度な知見ない
し実験能力に基づく指導や援助に支えられて発明をしたような事例とは全く異なり、小企業の貧弱な研究環境
の下で、従業員発明者が個人的能力と独創的な発想により、競業会社を初めとする世界中の研究機関に先んじ
て、産業界待望の世界的発明を成し遂げたという、職務発明としては全く希有な事例…｣と判示し、高額対価認
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定の理由とした。本件の特殊事情に鑑み、発明者原告の貢献度は少なくとも50％を下回ることはないとして、
被告会社の当該特許独占利益の2分の１が相当対価であるとし､原告の予備的主張200億円を満額認めて支払い
を命じた('0)という次第である。だがこの判決は知財関係者特に企業関係者に大衝撃を与え､控訴審の東京高等
裁判所における審議には一般社会までもが大注目するに至った。こうした動静を受けて、高裁では地裁判決か
ら約11カ月後の2004年12月、原告の職務発明一切(2628404特許を含め登録特許191件、登録実用新案4件、当
時特許庁に係属中の特許出願112件を含む)を対象として包括和解するよう原告及び被告の双方に勧告し、程な
く訴訟は和解終結した。当該事件の社会的重要性に鑑み、高裁は異例の和解に関する意見表明をしている。相
当の対価は、従業者等への十分なインセンティブとなるべきものであると同時に､企業が厳しい環境の中、発展
が可能であるものとすべきであると言明した。褒賞金2万円から日本の発明史上最高額の譲渡対価は利息も加
え8.4億円で最終和解したが、本事案は現知財高裁の前身である当時の東京高裁知的財産部が担当した。
因みに、日亜化学工業株式会社は、2006年１月に2628404特許を放棄、英、独、蘭、伊、仏の欧州5カ国で
は2005年10月に、米国では2006年２月に当該特許権は失効したことをブレスリリースしている。首位特許
2628404号対価については、東京高裁提示算定方式を用いると1,000万円を越えることはなく、高裁の認定、原
告請求額に比し大差があると付記、本業専念が第一義として和解案を了承したとしている。
最後に、2006年１０月日立製作所元従業員原告が、在職中の職務発明、光ディスクについて提訴した件('１)に
ついてみておく。本事案は、外国において受ける特許権等に関する日本の特許法の適用の是非、即ち相当の対
価算定時の対象となるか否かについて審議を展開した点が注目された。一審の東京地裁は属地主義の原則に照
らし､特許を受ける権利の譲渡については各国の特許法を準拠法とすべきとし、日本の特許法35条は適用不可、
故に相当の対価は3,474万円とした。だが東京高裁では、外国での特許を受ける権利等に関するものも含めて
法律により一元的に管理されるべきとして、特許法35条を適用可とし、相当の対価を1億2,810万6,300円と増
額認定した。被告日立製作所は高裁判決を不服とし最高裁に上告したが、あえなく棄却された。外国特許権の
譲渡に伴う対価の請求について、３５条3及び4項が類推適用されるとした判示は、上記青色LED訴訟と共に、知
的財産関連各界各層に大きなインパクトを持って特許法改正に向けたムーブメントを勢いづかせた｡2004年の
特許法改正時、職務発明の対価については、全面的に契約に委ねるべきとする強い主張が企業関係者から出た
ものの、学識経験者等が従業員の権利擁護のため根強く改正前規程の維持を主張したため、発明者へのインセ
ンティブ確保と企業サイドの対価予見性、双方への配慮により結局は相補的折衷案の形で法の改正は決着する
に至った。2004年の法改正により、社内規定等が重んじられるようになって目的通り機能し、職務発明訴訟は
鎮静化することが望まれたが、詰まるところ裁判所による対価算定制度を残した故のツケが、１０年後再度の審
議､冒頭に記した今般法改正の原則｢特許権は初めから企業に帰属」を必至としたといえる。変調が鮮明になっ
たことから、目下改正法の詳細等の行く末が焦点として注視されている現況ではある。
３．
「職務発明」関連法改正についての原則案提示から早2カ月超、当該者も含め関心の高い層、専門家には、ほ
ぼ最終の姿が見えてきたようで､中には早速今後の 図4．職務発明の訴訟、もつれるケースも
改正法､適用時の読みを余念なく披歴する等、多様
な意見の表明､推測が散見される。特に懸念される
ような意見の交錯は必ずしも認められず､粛々と周
到な手続きに乗っ取って作業は進められつつある
模様である。「職務発明」訴訟の紛糾(図4参照)につ
いては、多くがそれぞれ判例から学び､研究発明従
事者のインセンティブ翁の劣化を防ぎつつ、一方で
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出所：http://www･logsoku､com/r/bizplus/1394770547／
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講じられてきたところ('2)、特に大企業群の実情を概観した上で、あっさり法改正後もこれまでの現行法適用時
の結果と実際は何ら変わるところはないと言い切る者たちが少なくない。但し法改正手続きの方は、大掛かり
なものになろうと付加してはいる。果して、知的財産分科会特許制度小委員会委員長を務めた東大教授の大洲
哲也氏も、メディアの問に対し「実質的には選択制に近いものになる」と応じている。当該委員会に寄せられ
た中小企業関連団体や学術関連諸機関等、各界からの意見書や要望('3)から、現実に即した対応を「選択制」と
いう形で包括するとなれば､実際今回の法改正で利を得るのは、グローバル化した企業に限局されそうである。
企業における商品・サービスの研究開発プロセスでは、多額の投資が行われ多くの情報が蓄積されるが、これ
らこそが職務発明を可能にしているリソースであることは明らかである。また発明成果の事業化判断はもとよ
り経営の問題であり、実際事業化に際して企業は製造、販売等種々の組織を動員する他、収益を得てそれを次
の開発投資に回し、イノベーションを生むサイクルの継続・営為を可能ならしめている（図2参照)。その企業
にとって、予測不能なリスク即ち特許法35条の下の対価請求権に起因した主張を防御するには、現行法制度の
改正をもって経営裁量の否定の危‘倶を除去することが、経営基盤の盤石性を確保する上で必至であったといえ
よう。研究開発機能やイノベーションを起こす活力を国内に留め、国際競争力の維持、強化を図っていくこと
も､企業サイドには目下喫緊の最重要課題の1つとしてある。また様々なリスクを取る企業が自身の裁量で意志
決定すべき事柄に対して、法律が介在することを疑問視する声には、企業現場を熟知する者とそうではない距
離がある層との間に、程度の差こそあれ差異が厳然と認められる。故に、詰めの課題として急浮上してきた、
職務発明に関する社内規程が未整備な中小企業の扱いや、固有の所属異動が他に比し自在な大学人による発明
特許権の帰属等、これらについては、現行法の適用が選択可能な形で残されることになりそうである。
さて、政府は、職務発明対価を巡る特許法改正の作業を2015年度早期に終了すべく努めているが、一方で功
のあった社員にどう報いるかについてもガイドラインを示すべく慎重に検討を進めている。因みに、本事案に
関する各種調査結果によると、現行法が定める通り、発明は本来は社員のものであり、それを会社側に譲ると
いった理解の定着が見取れる。特許法の改正の賛否については､｢社員への報奨を義務付ける」ことに信頼を寄
せて期待していることがうかがわれる。
尚別稿にて、職務発明処遇変調の底流分析をあらためて記す。
注
1,3,4,5,6現行法、平成16年特許法第35条ｌ～５項。尚、前後の関連法、昭和34年特許法35条も対比参照した。
２法定実施権は、通常実施権の一種であり、法に定める要件を満たす限り認められる権利である。特許権等の産業財産権は、椛利者以外
の者が原則自由に実施できない独占権であるが、一定の条件の下で権利者以外に実施する権利が付与される。故に職務発明は、権利者
の意志と関係なく使用者等に実施権が付与されるケースとなる。
７判決の時系列順に会社貢献度算定率をみると、日亜化学第一審では50％であったものが、第二審では95％にアップしている。以後、そ
れまで４０～９０％台までバラツキがあった会社貢献度は、僅かな例を除いてほぼ90％超、９５％が定率として認識されている傾向がある。
８「最高裁平成１５年４月22日判決「オリンパス事件」（民集57巻4号477頁)」参照のこと。
９「職務発明訴訟の実務」高橋雄一郎、森川溝、『知財20講一知的財産の創造･保護･活用等の現状と課題』財団法人経済産業調査会、２００４
年１２月１０日、286項参照のこと。
１０「東京地裁平成16年１月３０日判決「青色発光ダイオー ド事件｣」参照のこと。
１１「最高裁平成１８年１０月１７日判決「光ディスク事件」（民集60巻8号2853頁)」参照のこと。
１２衝撃的な高額職務発明対価判例に多くの企業は学び、様々 な方法で研究発明者のインセンテイブが維持されるよう、昇進、無制限の褒
賞、その他を35条に即して周到に準備し規程として制度化しつつある。
１３現行特許法改正に関わる部局、特に特許制度小委員会には、中小企業関連、大学等学術関連機関から意見書が提出されており、当該委
員会で参照、検討している。これらはウェブ上でその内容を直接チェックすることが可能である。
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